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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高 （千円） 470,423 481,908 495,165 514,208 510,677

経常利益 （千円） 100,426 106,433 91,685 103,216 101,900

当期純利益（純損
失：△）

（千円） 53,270 52,460 50,093 △183,869 34,657

持分法を適用した場
合の投資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

発行済株式総数 （千株） 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

純資産額 （千円） 897,944 926,181 945,703 731,569 735,326

総資産額 （千円） 1,421,925 1,445,496 1,520,588 1,342,130 1,319,834

１株当たり純資産額 （円） 149.71 154.48 157.80 122.08 122.74

１株当たり配当額
（うち１株当たり中
間配当額）

（円）
4

(－)
5

(－)
5

(－)
5

(－)
5

(－)

１株当たり当期純利
益金額(純損失：△) （円） 8.88 8.75 8.35 △30.68 5.78

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 63.1 64.1 62.2 54.5 55.7

自己資本利益率 （％） 6.03 5.81 5.35 △21.92 4.71

株価収益率 （倍） 21.40 33.14 49.10 △11.73 46.71

配当性向 （％） 45.05 57.14 59.81 － 86.42

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 72,806 82,207 74,107 107,895 88,210

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △34,922 △22,598 △79,242 △62,161 △5,093

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △40,738 △41,370 28,062 △4,301 △52,513

現金及び現金同等物
の期末残高

（千円） 65,936 84,175 107,102 148,534 179,138

従業員数
〔外、平均臨時雇用
者数〕

（人）
10
〔9〕

12
〔8〕

11
〔8〕 

11
〔8〕 

12
〔9〕 

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載
していない。

２．売上高には消費税等は含まれていない。
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。
４．第81期に当期純損失となったのは、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による。
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２【沿革】

昭和９年12月 株式会社堀内製作所として設立

昭和21年３月 商号を株式会社大崎製作所と変更

昭和26年１月 商号を株式会社大崎木材市場と変更

昭和32年９月 商号を品川倉庫建物株式会社と変更

昭和33年10月 本社所在地に鉄筋コンクリート造り４階建「大崎ビル」を建設

昭和37年３月 一般自動車運送事業の免許を受け、一般区域（限定）貨物自動車運送事業を開始

昭和38年５月 社団法人日本証券業協会東京地区協会に株式を店頭登録

昭和38年９月 宅地建物取引業の登録をし、不動産事業を開始

昭和53年６月 東京都港区に港南営業所（運送事業用）を開設

昭和53年11月 本社所在地の倉庫跡地に鉄骨鉄筋コンクリート造り10階建「ニュー大崎ビル」を建設

昭和54年３月 東京都立川市に立川営業所（倉庫業）を開設

平成９年３月 立川営業所（倉庫業）を廃止

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場
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３【事業の内容】

　当社（当社は関係会社を有していない。）の事業の内容は次のとおりである。

倉庫運輸部門　貸庫業務……倉庫を賃貸するものである。

運輸業務……当社倉庫に入出庫する貨物及び特定顧客の貨物に係る自動車運送業の免許をうけ、東

京都を事業区域とする営業を行っている。

不動産部門　　不動産の売買及び開発業務……マンション及び宅地（一部建売住宅）の売買を行っている。

不動産の賃貸業務……貸事務所（大崎ビル内）、貸店舗（ニュー大崎ビル内及びニュー磯子マン

ション内）及び貸マンション・アパート（ニュー大崎ビル内・ルミエール

大崎及び田園荘）を所有し、これらの賃貸を行っている。

不動産管理及び駐車場業務……上記の賃貸建物・ニュー大崎マンション並びに湯の沢団地の管理

及び当社所有駐車場の営業を行っている。

不動産仲介業務……土地・建物の売買並びに賃貸借の仲介を行っている。

その他　　　　損害保険代理業務……損害保険及び自動車損害賠償保険の代理業務を行っている。

雑商品販売業務……たばこ等の販売を行っている。

（事業系統図）

　以上記載した事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。

４【関係会社の状況】

　当社は関係会社を有していないため記載すべき事項はない。

５【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年２月29日現在

従業員数（人） 平均年令 (歳) 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

12(9) 41.2 8.9 4,490,067

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（　）外数で記載している。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当期における我が国経済は、堅調な企業業績を背景とした設備投資の増加や、雇用環境の改善に伴う個人消費の回復

など回復基調は見られたものの、米国サブプライムローン問題に端を発した国際金融市場の混乱は、原油価格をはじ

め各種商品市況にも影響を及ぼすこととなり、景気の先行きが不透明な中で推移した。

　この間にあって、当社の関連する不動産業界は貸付建物の空室への需要が厳しく、引き続き低迷している。また、倉庫

・運輸業界は貨物等の市況が厳しい中、燃料等の上昇による費用の増加及び運賃等が横ばいのまま推移した。

　このような情勢下にあって、当社の売上高は510,677千円（前期比3,530千円　0.7％減）、経常利益は101,900千円（前

期比1,316千円　1.3％減）になったが、繰延税金資産の内、役員退職慰労引当金に係る繰延税金資産を取り崩すことと

したため、税金負担（法人税等調整額）が23,614千円増加したことから、当期純利益は34,657千円（前期は183,869千円

の純損失）を計上することになった。

　各部門の状況はつぎのとおりである。

（倉庫運輸部門）

　倉庫業務については、貸付倉庫等の営業収入は14,265千円（前期比505千円　3.7％増）となった。

　運輸業務については、幅広い営業に努めたが、輸送量の減少等により、営業収入は95,641千円（前期比5,601千円　5.5％

減）となった。

　以上により倉庫運輸部門としての営業収入は109,907千円（前期比5,096千円　4.4％減）となった。

（不動産部門）

　不動産業務については、「大崎ビル」「ニュー大崎ビル」等の不動産賃貸及び管理を主に営業活動に努めた結果、営

業収入は332,017千円（前期比2,087千円　0.6％減）となった。

（その他）

　火災保険等の損害保険代理業務の手数料収入は470千円（前期比157千円　25.1％減）となった。また、たばこ等の商品

販売の営業収入は68,281千円（前期比3,810千円　5.9％増）となった。

　この結果、その他の営業収入は68,751千円（前期比3,652千円　5.6％増）となった。

　

(2）キャッシュ・フロー

　当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ30,603千円（20.6％）増加し、当期末に

は179,138千円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当期における営業活動による資金の増加は、88,210千円（前期比19,684千円減）となった。

　これは主に、税引前当期純利益101,900千円、及び減価償却費37,117千円の計上があったものの、法人税等の支払額

49,668千円があったことによるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当期において投資活動による資金の減少は、5,093千円（前期は62,161千円減）となった。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出5,237千円があったことによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当期における財務活動による資金の減少は、52,513千円（前期は4,301千円の減少）となった。

　これは主に、長期借入金の返済による支出22,476千円及び配当金の支払額29,554千円によるものである。
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２【販売の状況】

　当期の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。

１．倉庫運輸部門

区分 金額（千円） 前期比（％）

貸庫料収入 14,265 3.7

運賃収入 95,641 △5.5

合計 109,907 △4.4

２．不動産部門

区分 金額（千円） 前期比（％）

不動産販売 － －

不動産賃貸 217,743 △1.9

不動産管理 94,177 3.8

駐車料収入 14,256 △8.9

その他 5,839 0.9

合計 332,017 △0.6

３．その他

区分 金額（千円） 前期比（％）

損害保険代理業務 470 △25.1

雑商品販売 68,281 5.9

合計 68,751 5.6

３【対処すべき課題】

　今後の当社を取り巻く経営環境を展望すると、当社の関連する不動産業界においては貸付建物の空室への新たな需

要が望めず、また、倉庫・運輸業界は貨物等の市況が厳しい中、運賃等は横ばい傾向が続き、経営環境は引き続き厳し

い環境と予想される。

　当社としても、このような激しく変化する経営環境の中、不動産業については、幅広い営業活動を積極的に展開し、ま

た、倉庫・運輸業については、誠実を旨とした顧客サービスを推進していく所存である。

　当社は、これらにより他社との差別化を図る一方、より質の高いサービスを提供できる体制を整え、収益力の向上及

び財務体質の一層の充実に努め、もってさらなる経営基盤の強化を図っていく所存である。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には以下のようなものがある。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年５月23日）現在において当社が判断した

ものである。

（１）当社の事業内容について

当社の不動産部門は、賃貸を中心とする当社所有の事業用ビルにテナント募集、家賃収納やメンテナンスなどの

ビル事業全般をサポートする不動産管理事業を展開している。また、倉庫運輸部門は、タンクローリー車においてメ

タノールを中心とした輸送を行っている。

　当社は、複数の事業を展開することによって、事業リスクを分散し、収益機会を拡げることができると考えており、

今後も新規事業に進出したり、既存事業においても、収益見通し如何によっては売上高を一時的に縮小したり、事業

から撤退したりする可能性がある。そのため、事業別の売上構成や主力事業が変更される可能性があり、事業内容の

変更に伴って当社の属する業界や当社の業績に重要な影響を与える可能性のある外部要因の範囲も変化する可能

性がある。

　　（２）当社の事業体制について

　　　　①小規模組織であること

当社は、平成２０年２月２９日現在、取締役５名、監査役２名、ならびに従業員１２名（この他にパート９名）

と小規模であり、社内管理体制もこれに応じた体制となっている。今後も、事業規模の拡大に伴い人員増強をは

かっていく方針であり、内部管理体制も強化・充実させていく方針である。

　　　　②代表者への依存について

当社代表取締役である田中光代は、最高経営責任者として経営方針や経営戦略の決定等、当社事業活動上重要

な役割を果たしている。

　当社は、特定の個人に依存しない組織的な経営体制を構築し、人材育成の強化と経営のリスクの軽減を図ってい

るが、現時点において、同氏が何らかの理由により経営者として業務を遂行できなくなった場合には、当社の業績

及び今後の業務の推進に影響を及ぼす可能性がある。

　　　　③人材の確保について

当社は、優れた人材の確保を経営の重要課題の一つとして認識しており、当社の成長度合いに応じた人材の確

保が必要不可欠と考えている。

　このため、能力、自己研鑽へのチャレンジ等を基本とした人事考課制度の採用により、人材の育成にも注力して

いる。

　　（３）関連当事者との取引について

当社の主要株主であり、取締役である田中光代及び田中幸代との間に賃借不動産の不動産賃借料に係る取引があ

る。なお、この取引に関する詳細については、第５経理の状況　１．財務諸表等（１）財務諸表　注記事項の「関連当

事者との取引」を参照。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

６【研究開発活動】

　該当事項なし。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりである。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年５月23日）現在において当社が判断し　　

たものである。

（１）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されている。この財

務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収入・費用の報告数値に影響

を与える見積りは、固定資産、繰延税金資産、貸倒引当金、賞与引当金、退職給付引当金、役員退職慰労引当金及び法

人税等で、継続して評価を行っている。

　なお、見積りの判断、評価については、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因等に基づき、見積り

判断を行っているが見積り特有の不確実性があるため、実際の結果と異なる場合がある。

　　（２）財政状態の分析

流動資産は前期末と比較して28,756千円増加している。その主な要因は現金及び預金30,603千円の増加である。

　固定資産は前期末と比較して51,052千円減少している。その主な要因は減価償却費として37,117千円計上したため

である。

　その結果、総資産は1,319,834千円となり、前期末と比較して22,295千円減少している。

　流動負債は前期末と比較して543千円減少している。その主な要因は未払法人税等4,788千円の減少である。

　固定負債は前期末と比較して25,509千円減少している。その主な要因は長期借入金22,476千円の減少である。

　純資産は前期末と比較して3,756千円増加し、自己資本比率は55.7%となった。

　　（３）経営成績の分析

当社の売上高は510,677千円（前期比3,530千円　0.7%減）、経常利益は101,900千円（前期比1,316千円　1.3％減）に

なった。この結果、当期純利益34,657千円（前期は183,869千円の純損失）の計上となった。営業利益は売上高が減少

し、前期と比較して2,381千円（2.3%減）減少となった。

　当社は現在、運転資金については内部資金、設備資金については借入により資金調達をすることとしている。設備

資金については、資金調達法の多様化に積極的に取組む方針であるが、金利水準が変動した場合には当社の業績に

影響を及ぼす可能性がある。

　　（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　 　　「１業績等の概要（２）キャッシュ・フロー」に記載のとおりである。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当期においては重要な設備投資は行っていない。

　また、当期において重要な設備の除却、売却はない。

２【主要な設備の状況】

　当社の主要な設備は、以下のとおりである。

　 平成20年２月29日現在

事業所名

（所在地）
事業部門別の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（人）
建物

土地

（面積：㎡）

車輛及び運

搬具

器具及び備

品
合計

港南営業所

（東京都港区）
倉庫運輸部門 運送設備 879 － 36,043 8 36,931

8
[2]

茅ヶ崎倉庫

（神奈川県茅ヶ崎市）
倉庫運輸部門 倉庫設備 14,515

5,192
(960.45)

－ － 19,708
－

[-]

本社

（東京都品川区）
不動産部門 賃貸用設備 285,579

610,595
(16,645.55)

608 1,854 898,638
4
[7]

　（注）１．帳簿価額のうち「建物」は、建物、建物附属設備及び構築物の合計である。

なお、金額には消費税等を含まない。

２．上記のほか、賃借している土地は次のとおりである。

所在地 事業部門別の名称 面積（㎡） 月額賃借料（千円）

東京都品川区大崎 不動産部門 825.63 1,007

東京都品川区大崎 　　〃 266.80 51

東京都港区港南 倉庫運輸部門 680.99 465

合計  1,773.42 1,525

３．上記のほか、賃借している建物は次のとおりである。

所在地 事業部門別の名称 面積（㎡） 月額賃借料（千円）

東京都港区港南 倉庫運輸部門 128.60 310

合計  128.60 310

４．従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書している。

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数㈱
（平成20年２月29日）

提出日現在発行数㈱
（平成20年５月23日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,000,000 6,000,000 ジャスダック証券取引所 －

計 6,000,000 6,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

         該当事項なし。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和39年９月１日

（注）
2,000 6,000 100,000 300,000 － 200

　（注）　有償、

株主割当（２：１）

全額資本組入

（５）【所有者別状況】

　 平成20年２月29日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 6 14 1 － 540 563 －

所有株式数

（単元）
－ 23 21 97 1 － 5,833 5,975 25,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.38 0.35 1.62 0.02 － 97.63 100.0 －

　（注）自己株式9,415株は、「個人その他」に９単元及び「単元未満株式の状況」に415株含めて記載している。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中　光代 神奈川県足柄上郡松田町 3,161 52.68

田中　幸代 神奈川県足柄上郡松田町 1,340 22.35

仁木　卓 北海道札幌市北区 79 1.32

彦坂　昇一 東京都大田区 74 1.23

長谷川　際一 埼玉県さいたま市南区 64 1.07

真家　典良 東京都大田区 50 0.83

井上　陽氏 神奈川県鎌倉市 48 0.80

 横浜倉庫株式会社 東京都港区海岸3-20-20 42 0.70

池本　治 広島県広島市西区 35 0.58

高村　真也 東京都中央区 33 0.55

計 － 4,926 82.11

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    9,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式5,966,000　 5,966 －

単元未満株式 普通株式   25,000 － －

発行済株式総数 6,000,000 － －

総株主の議決権 － 5,966 －

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

品川倉庫建物株式
会社

東京都品川区大崎
3-6-17 9,000 － 9,000 0.15

計 － 9,000 － 9,000 0.15
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はない。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,500 482,500

当期間における取得自己株式 － －

 （注）当期間における取得自己株式数には平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれていない。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 9,415 － 9,415 －

 （注）当期間における保有自己株式数には平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれていない。
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３【配当政策】

　当社は配当については、株主への長期的、安定配当を基本としつつ、財務体質の強化並びに設備投資等、今後の事業展

開に備えるための内部留保を図りながら決定する方針を採っている。この方針に基づき、配当性向５０％以上、かつ、

純資産配当率３％を目標に配当を行っている。期末配当は定時株主総会の決議により行うこととしている。また、平成

19年５月24日付株主総会で定款を変更し、取締役会の決議により８月31日で中間配当が出来ることとした。

これに伴い、毎事業年度１回ないし２回の配当を考えている。

　当期の配当については、以上の方針を踏まえて、１株当たり５円と決議された。これにより当事業年度の純資産配当

率は4.1％となる。

　なお、内部留保資金は、経営体質の一層の充実ならびに将来の事業展開に役立てる事としたい。

　第82期の剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成20年５月22日

定時株主総会決議
29,952 5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高（円） 217
330

 ※265   
500 425 371

最低（円） 101
226

※180   
255 320 270

（注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業界協会の公表のものである。なお、第79期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のも

のである。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 19年10月 19年11月 19年12月 20年１月 20年２月

最高（円） 335 322 317 300 298 300

最低（円） 319 319 288 290 279 270

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものである。

EDINET提出書類

品川倉庫建物株式会社(E04297)

有価証券報告書

14/47



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

（代表取締

役）

 田中　光代 昭和９年１月20日生

昭和42年５月 大須賀町ゴルフ場支配人

昭和57年８月 有限会社マルコウ代表取締役就任

（現）

昭和60年５月 当社取締役就任

昭和61年８月 大洋トラベル通商㈱代表取締役社

長就任

昭和62年２月 当社代表取締役社長就任（現）

（注)2 3,161

取締役 不動産部長 松川　孝次 昭和26年９月13日生

昭和45年３月 日本大学東北工業高等学校卒業

昭和45年４月 日産自動車株式会社入社

昭和47年２月 当社入社

昭和52年６月 当社不動産部課長

昭和62年５月 当社取締役就任（現）

昭和62年６月 不動産部長（現）

平成７年10月 当社不動産宅地建物専任取引主任

者（現）

（注)2 5

取締役 経理部長 真家　典良 昭和39年８月16日生

昭和62年３月 日本大学経済学部卒業

昭和62年４月 ＡＣＥインターナショナル株式会

社入社

昭和62年９月 当社入社

平成４年６月 総務課長

平成９年５月 当社取締役就任（現）

平成９年６月 経理部長（現）

（注)2 50

取締役  石原　博 昭和17年９月15日生

昭和40年３月 上智大学法学部卒業

昭和40年４月 信越化学工業株式会社入社

平成15年４月 シンクロ株式会社入社

平成15年５月 当社取締役就任（現）

（注)2 4

取締役  田中　幸代 昭和37年５月16日生

昭和56年３月 磐田東高等学校卒業

昭和62年８月 有限会社マルコウ取締役就任

（現）

昭和62年９月 株式会社遠州パブリックゴルフク

ラブ取締役就任

平成元年５月 当社取締役就任（現）

（注)2 1,340

監査役  大政　徹太郎 昭和16年４月18日生

昭和40年３月 日本大学法学部卒業

昭和45年４月 弁護士登録

平成８年５月 当社監査役就任（現）

（注)3 －

監査役  藤末　保範 昭和３年９月15日生

昭和23年３月 税務大学校卒業

昭和45年12月 日本橋税務署退職

昭和46年２月 税理士登録

昭和50年６月 東京税理士会品川支部幹事

昭和52年５月 当社監査役

昭和56年５月 当社監査役退任

平成６年６月 東京税理士会品川支部監事

平成９年５月 当社監査役就任（現）

（注)4 2

    計 　 4,562

　（注）１．取締役田中幸代は、取締役社長田中光代の長女である。

２．平成19年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

３．平成17年５月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

４．平成19年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、日々変化する経営環境に迅速かつ柔軟に対応できる経営体制を確立し、経営の健全性及び透明性を高

めるために、コーポレートガバナンス（企業統治）の充実・強化は経営の最重要課題であると考えている。

　　（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

当社は監査役設置会社である。

　取締役会は、株主総会によって選任された取締役により構成されており、毎月１回実施の定例取締役会及び必要

に応じて行う臨時取締役会により、当社事業計画及び重要事項の決定を行っている。

　監査役は取締役の業務執行を監査している。

　また、内部監査室を設置し、内部監査を行っている。

以上を図に表すと次のとおりになる。

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社の役員は、取締役５名、監査役２名で構成されている。取締役会における決定事項の検討は十分な議論を重

ねて行われており、実質的な意思決定機関として機能している。業容・業績についても、各取締役が適切に報告を

行い、それらに基づいて取締役間で十分な協議、評価を行っており、取締役相互の経営監視とコンプライアンスの

徹底に取り組んでいる。

　なお、当社の取締役会は、少数の取締役による迅速な意思決定を行うとともに、経営に関する意思決定機関とし

て益々複雑で高度な問題に対応している。

　管理体制として、実務担当者により社内規程の周知徹底等を行い、各規程の整備や業務分掌を基本とした有効な

内部統制制度の構築につとめている。また、監査役は全員が取締役会に出席し、各取締役の業務執行に関し必要が

ある場合には、取締役会に問題の提起を行うこととしている。

③内部監査及び監査役監査の状況

平成19年１月より、内部監査室を設置、担当者を決めて年間監査計画を作成し、内部監査を実施している。

内部監査において発見された諸問題については、適時・適切に改善のための施策を行って、内部管理体制のより

一層の強化に努めて行く。

　監査役と内部監査室とは、相互に連携を図り、監査の充実と効率化に努めている。

また、監査役は、会計監査契約を締結している監査法人大手門会計事務所と連携して適時に必要な情報交換及び

意見交換を行うことにより、監査の実効性を高めている。

　　　　④会計監査の状況

 　　　　 当社の会計監査業務を執行する公認会計士は池上健志、才川久男の２名であり、監査法人大手門会計事務所に所属

している。継続監査年数は両名とも７年以内である。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名

で監査法人大手門会計事務所に所属している。

　　　　⑤社外取締役及び社外監査役との関係

 　　　　 社外取締役として選任された取締役はいない。

　監査役２名は、社外より登用している。大政徹太郎は弁護士である。藤末保範は税理士であり、当社の株式２千株

を保有している。
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　　（３）リスク管理体制の整備の状況

 　　　　 コンプライアンス体制にかかる規定を役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとり、その徹底を図るた

め、総務部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、役職員教育等を行い、その状況を

監査することとしている。

　　（４）役員報酬の内容

取締役及び監査役に支払った報酬は次のとおりである。

取締役（５名）　38,713千円

監査役（２名）　 2,400千円

合　計　　　　　41,113千円

　　（５）監査報酬の内容

　　　　　当社が監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬は、次のとおりである。

　　　　　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する業務に基づく報酬　4,000千円　　　　　

　　　　　上記以外の業務に基づく報酬はない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　（６）取締役の定数

 　　　　 当社の取締役は、１０名以内とする旨定款に定めている。

　　（７）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することのできる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めている。

　なお、取締役の選任決議については、累積投票によらないものと定めている。

　　（８）株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第2項の定めによる総会の決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、

定款に定めている。

　　（９）自己株式の取得

　 当社は、経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第2項の規定により、取締

役会の決議によって、市場取引等により自己株式を取得することができる。

　　（１０）中間配当

　 当社は、機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として中間配当

を行うことができる。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年３月１日から平

成20年２月29日まで）の財務諸表について、監査法人大手門会計事務所による監査を受けている。

３．連結財務諸表について

　当社は、子会社がないので連結財務諸表を作成していない。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   165,434   196,038  

２．売掛金   17,731   15,899  

３．販売用不動産   13,996   13,996  

４．商品   3,644   3,601  

５．前払費用   11,729   12,052  

６．繰延税金資産   3,789   3,520  

７．その他   608   874  

８．貸倒引当金   △46   △339  

流動資産合計   216,886 16.2  245,642 18.6

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産 ※２       

１．建物 ※１  227,242   216,778  

２．建物附属設備   82,965   74,828  

３．構築物   10,196   9,367  

４．車輛及び運搬具   48,498   36,652  

５．器具及び備品   2,466   1,862  

６．土地 ※１  615,788   615,788  

有形固定資産合計   987,157 73.5  955,278 72.4

(2）無形固定資産        

１．借地権   80,686   80,686  

２．電話加入権   3,595   3,595  

無形固定資産合計   84,282 6.3  84,282 6.4

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   2,950   2,186  

２．出資金   1,009   1,009  

３．長期貸付金   85   －  

４．差入保証金   15,186   15,186  

５．長期前払費用   653   493  

６．繰延税金資産   27,684   5,896  

７．その他   6,234   9,882  

８．貸倒引当金   △0   △23  

投資その他の資産合計   53,803 4.0  34,631 2.6

固定資産合計   1,125,243 83.8  1,074,191 81.4

資産合計   1,342,130 100.0  1,319,834 100.0

　        
 

EDINET提出書類

品川倉庫建物株式会社(E04297)

有価証券報告書

19/47



  
前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．一年内返済予定の長期
借入金

  22,476   22,476  

２．未払金   7,873   8,875  

３．未払法人税等   26,827   22,039  

４．未払消費税等   4,325   5,339  

５．未払費用   1,983   2,112  

６．前受金   17,396   17,635  

７．預り金   2,221   3,882  

８．賞与引当金   4,288   4,485  

流動負債合計   87,390 6.5  86,846 6.6

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   172,760   150,284  

２．退職給付引当金   13,149   14,870  

３．役員退職慰労引当金   56,955   60,748  

４．長期預り保証金   280,306   271,758  

固定負債合計   523,170 39.0  497,661 37.7

負債合計   610,560 45.5  584,508 44.3

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  300,000 22.4  300,000 22.7

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 200   200   

資本剰余金合計 　  200 0.0  200 0.0

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 74,800   74,800   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 201,000   201,000   

繰越利益剰余金 　 157,212   161,909   

利益剰余金合計 　  433,012 32.3  437,709 33.2

４．自己株式 　  △2,178 △0.2  △2,661 △0.2

株主資本合計 　  731,033 54.5  735,248 55.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　 536   78   

評価・換算差額等合計 　  536 0.0  78 0.0

純資産合計 　  731,569 54.5  735,326 55.7

負債純資産合計 　  1,342,130 100.0  1,319,834 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．倉庫運輸業収入        

(1）貸庫料収入  13,760   14,265   

(2）運賃収入  101,243 115,003  95,641 109,907  

２．不動産業収入        

(1）不動産販売収入  －   －   

(2）不動産賃貸収入  221,935   217,743   

(3）不動産管理収入  90,735   94,177   

(4）駐車場収入  15,648   14,256   

(5）その他  5,785 334,105  5,839 332,017  

３．保険代理業収入   628   470  

４．雑商品販売収入   64,470   68,281  

   514,208 100.0  510,677 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．倉庫運輸業原価  99,106   95,427   

２．不動産業原価  143,664   142,603   

３．雑商品販売原価  57,456 300,226 58.4 61,068 299,099 58.6

売上総利益   213,981 41.6  211,578 41.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  40,834   41,113   

２．給与  31,669   28,222   

３．賞与引当金繰入額  218   3,016   

４．法定福利費  6,645   6,703   

５．福利厚生費  334   367   

６．退職給付費用  930   1,202   

７．役員退職慰労引当金繰
入額

 3,656   3,793   

８．貸倒引当金繰入額  46   316   

９．広告宣伝費  516   402   

10．減価償却費  671   596   

11．修理費  230   346   

12．事務費  2,614   2,897   

13．交通費  2,537   2,427   

14．通信費  1,728   1,765   
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前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

15．交際費  1,961   1,767   

16．燃料光熱費  539   488   

17．租税公課  1,902   1,787   

18．諸会費  578   557   

19．諸手数料  11,049   11,435   

20．雑費  1,003 109,668 21.3 436 109,646 21.4

営業利益   104,312 20.3  101,931 20.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  9   44   

２．受取配当金  137   123   

３．受取手数料  677   533   

４．補助金収入  －   540   

５．受取補償金  －   960   

６．雑収入  948 1,772 0.4 896 3,097 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  2,832   3,056   

２．雑損失  36 2,868 0.6 72 3,128 0.6

経常利益   103,216 20.1  101,900 20.0

Ⅵ　特別利益   － －  － －

Ⅶ　特別損失        

　１．固定資産処分損  ※１ 1,617   －   

  ２．減損損失  ※２ 246,500 248,117 48.3 － － －

税引前当期純利益   － －  101,900 20.0

税引前当期純損失   144,900 △28.2  － －

法人税、住民税及び事業
税

 42,677   44,880   

法人税等調整額  △3,708 38,968 7.6 22,362 67,242 13.2

当期純利益   － －  34,657 6.8

当期純損失   183,869 △35.8  － －
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売上原価明細書

イ　倉庫運輸業原価

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．労務費  42,302 42.3 41,333 44.2

２．経費  56,803 57.3 52,208 55.8

  (うち減価償却費 12,870) (13.0) (うち減価償却費 12,599) (13.2)

計  99,106 100.0 95,427 100.0

ロ　不動産業原価

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

経費  143,664 100.0 142,603 100.0

  (うち水道光熱費 42,688) (29.7) (うち水道光熱費 43,212) (30.3)

  (うち減価償却費 25,694) (17.9) (うち減価償却費 23,921) (16.8)

  (うち賃借料 13,552) (9.4) (うち賃借料 13,552) (9.5)

計  143,664 100.0 142,603 100.0

ハ　雑商品販売原価

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

たばこ等  57,456 61,068
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年２月28日　残高
（千円）

300,000 200 200 74,800 201,000 371,046 646,846 △1,898 945,148

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － － － － △29,964 △29,964 － △29,964

当期純損失 － － － － － △183,869 △183,869 － △183,869

自己株式の取得 － － － － － － － △280 △280

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － － △213,833 △213,833 △280 △214,114

平成19年２月28日　残高
（千円）

300,000 200 200 74,800 201,000 157,212 433,012 △2,178 731,033

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年２月28日　残高
（千円）

555 555 945,703

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注） － － △29,964

当期純損失 － － △183,869

自己株式の取得 － － △280

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△19 △19 △19

事業年度中の変動額合計
（千円）

△19 △19 △214,133

平成19年２月28日　残高
（千円）

536 536 731,569

 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目である。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日　残高
（千円）

300,000 200 200 74,800 201,000 157,212 433,012 △2,178 731,033

事業年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － － △29,960 △29,960 － △29,960

当期純利益 － － － － － 34,657 34,657 － 34,657

自己株式の取得 － － － － － － － △482 △482

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － － 4,697 4,697 △482 4,215
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成20年２月29日　残高
（千円）

300,000 200 200 74,800 201,000 161,909 437,709 △2,661 735,248

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年２月28日　残高
（千円）

536 536 731,569

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △29,960

当期純利益 － － 34,657

自己株式の取得 － － △482

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△458 △458 △458

事業年度中の変動額合計
（千円）

△458 △458 3,756

平成20年２月29日　残高
（千円）

78 78 735,326
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税引前当期純利益(損
失：△)  △144,900 101,900

減価償却費  39,236 37,117

退職給付引当金の増減
額（減少：△）

 2,438 1,721

役員退職慰労引当金の
増減額(減少：△)  3,656 3,793

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

 0 316

賞与引当金の増減額
（減少：△）

 139 197

受取利息及び受取配当
金

 △146 △168

支払利息  2,832 3,056

減損損失  246,500 －

売上債権の増減額（増
加：△）

 △2,165 1,831

たな卸資産の増減額
（増加：△）

 △335 42

未払消費税の増減額
（減少：△）

 1,843 1,014

前受金の増減額（減
少：△）

 701 239

長期預り保証金の増減
額（減少：△）

 △3,932 △8,547

その他  1,077 △1,748

小計  146,945 140,767

利息及び配当金の受取
額

 146 168

利息の支払額  △2,832 △3,056

法人税等の支払額  △36,363 △49,668

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 107,895 88,210
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前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

定期預金の預入による
支出

 △31,200 △31,200

定期預金の払戻による
収入

 31,200 31,200

有形固定資産の取得に
よる支出

 △65,047 △5,237

その他  2,885 143

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △62,161 △5,093

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

長期借入金の借入によ
る収入

 100,000 －

長期借入金の返済によ
る支出

 △74,240 △22,476

自己株式の取得による
支出

 △280 △482

配当金の支払額  △29,781 △29,554

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △4,301 △52,513

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額（減少：△）

 41,431 30,603

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 107,102 148,534

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

 148,534 179,138
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定している。）

その他有価証券

時価のあるもの　同左

 時価のないもの　移動平均法による原価

法

時価のないもの　同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

  

　 販売用不動産　個別法による原価法  販売用不動産　同左

　 商品　先入先出法による原価法  商品　同左

３．固定資産の減価償却の方

法

  

　 有形固定資産　定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物については、

定額法）によっている。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建物　　　　　　　　　　　　４～47年

有形固定資産　定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物については、

定額法）によっている。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建物　　　　　　　　　　　　４～47年

 （会計処理方法の変更）

　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正

する法律　平成19年３月30日　法律第６号)及

び(法人税法施行令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく方法に変更

している。

なお、この変更による損益に与える影響は軽

微である。

４．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金
 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。

同左

 （2）賞与引当金 （2）賞与引当金
 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上している。

同左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務に基づ

き計上している。

なお、会計基準変更時差異について

は、10年による均等額を費用処理し

ている。

(3）退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上している。

(4）役員退職慰労引当金

　　　　　同左

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

同左

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっている。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

  消費税等の会計処理

 税抜方式によっている。

  消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平

成15年10月31日）を適用している。

これにより税引前当期純利益及び当期純利益がそれぞれ

246,500千円減少している。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控除している。

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用している。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、731,569千円であ

る。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則

により作成している。

───────────

 

 

 

 

 

 

 

 

───────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年２月28日）

当事業年度
（平成20年２月29日）

※１　固定資産たる土地251,668千円、建物102,346千円は、

一年内返済予定の長期借入金22,476千円及び長期借

入金172,760千円の担保に供されている。

※１　固定資産たる土地251,668千円、建物97,459千円は、一

年内返済予定の長期借入金22,476千円及び長期借入

金150,284千円の担保に供されている。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は890,805千円であ

る。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は927,922千円であ

る。

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１　固定資産処分損は車両及び運搬具である。 ※１　　　　　──────　　

※２　減損損失

当事業年度において以下の資産について減損損失

を計上した。

※２　　　　　──────

 

 

場所 東京都大田区

用途 賃貸資産

種類 土地

減損損失 246,500千円

 

当社は、主に事業部門を単位として資産のグルー

ピングを行っている。ただし、賃貸資産及び遊休資

産については、物件ごとに収支把握可能であるた

め、個々に独立した資産グループとしている。

賃貸資産グループの一部について、資産時価の著

しい下落が生じたため、東京都大田区所在の賃貸

資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（246,500千円）として特別損失

に計上した。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、時価の算定方法は、不動産鑑定

評価によっている。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 6,000,000 － － 6,000,000

合計 6,000,000 － － 6,000,000

自己株式     

普通株式（注） 7,165 750 － 7,915

合計 7,165 750 － 7,915

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加750株は、単元未満株式の買取によるものである。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年5月25日

定時株主総会
普通株式 29,964 5 平成18年2月28日 平成18年5月26日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年5月24日

定時株主総会
普通株式 29,960  利益剰余金 5 平成19年2月28日 平成19年5月25日

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 6,000,000 － － 6,000,000

合計 6,000,000 － － 6,000,000

自己株式     

普通株式（注） 7,915 1,500 － 9,415

合計 7,915 1,500 － 9,415

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,500株は、単元未満株式の買取によるものである。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年5月24日

定時株主総会
普通株式 29,960 5 平成19年2月28日 平成19年5月25日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年5月22日

定時株主総会
普通株式 29,952  利益剰余金 5 平成20年2月29日 平成20年5月23日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係　

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係　

現金及び預金勘定 165,434千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △16,900 

現金及び現金同等物 148,534 

現金及び預金勘定 196,038千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △16,900 

現金及び現金同等物 179,138 

（リース取引関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　　　　該当事項はない。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　該当事項はない。

（有価証券関係）

Ⅰ　前事業年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年２月28日）

 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
株式 1,056 1,950 894

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成19年２月28日）

非上場株式     1,000千円

Ⅱ　当事業年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年２月29日）

 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
株式 1,056 1,186 130

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成20年２月29日）

非上場株式     1,000千円

　前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　当社のデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　該当事項はない。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度を設けている。

２．退職給付債務に関する事項

 前事業年度（平成19年２月28日） 当事業年度（平成20年２月29日）

イ．退職給付債務 △15,296千円 　　△16,481千円

ロ．会計基準変更時差異の未処理額 2,147千円 1,610千円

ハ．退職給付引当金（イ＋ロ） △13,149千円 　     △14,870千円

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

イ．勤務費用 1,902千円 2,005千円

ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 536千円 536千円

ハ．退職給付費用（イ＋ロ） 2,438千円    2,542千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

会計基準変更時差異の処理年数　10年

　　　　　　　当社は、自己都合による期末要支給額の100％相当額を退職給付債務とする簡便法を採用している。

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

該当事項はない。 

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はない。 
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（税効果会計関係）

前事業年度（平成19年２月28日） 当事業年度（平成20年２月29日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別　

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別　

の内訳

繰延税金資産   

未払事業税 2,073千円

賞与引当金 1,715 

退職給付引当金 5,259 

役員退職慰労引当金 22,782 

減損損失 98,600 

繰延税金資産小計 130,430 

評価性引当額 △98,600 

繰延税金資産合計 31,830 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △357 

繰延税金負債合計 △357 

繰延税金資産の純額 31,473 

繰延税金資産   

未払事業税 1,726千円

賞与引当金 1,794 

退職給付引当金 5,948 

役員退職慰労引当金 24,299 

減損損失 98,600 

繰延税金資産小計 132,367 

評価性引当額 △122,899 

繰延税金資産合計 9,468 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △52 

繰延税金負債合計 △52 

繰延税金資産の純額 9,416 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）   

減損損失 △68.0 

その他 1.1 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
△26.9 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目

0.7 

法人・住民税の均等割額 0.4 

役員退職慰労引当金に係る繰延税

金資産の取り崩し

23.8 

その他 1.1 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
66.0 
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金（百

万円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関係内容

取引内容

取引金

額（千

円） 科目

期末残

高（千

円）

役員の兼

任等

事業上の

関係

役員 田中光代 － －

当社代表取

締役

（被所有）直

接52.68 － －

不動産賃借 6,168 前払費用 5,140

　  差入保証金 1,318

役員 田中幸代 － － 当社取締役

（被所有）直

接22.35 － －

不動産賃借 6,736 前払費用 5,613

　  差入保証金 659

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　近隣の賃貸料等を参考にして同等の価格によっている。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金（百

万円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関係内容

取引内容

取引金

額（千

円） 科目

期末残

高（千

円）

役員の兼

任等

事業上の

関係

役員 田中光代 － －

当社代表取

締役

（被所有）直

接52.68 － －

不動産賃借 6,168 前払費用 5,140

　  差入保証金 1,318

役員 田中幸代 － － 当社取締役

（被所有）直

接22.35 － －

不動産賃借 6,736 前払費用 5,613

　  差入保証金 659

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　近隣の賃貸料等を参考にして同等の価格によっている。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１株当たり純資産額          122円     08銭            122円    74銭

１株当たり当期純利益金額 － 5円    78銭

１株当たり当期純損失金額 30円 　　68銭   －

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため記載していない。

　

　　　　　　　同左　

　

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

　平成19年２月28日
当事業年度

　平成20年２月29日

純資産の部の合計額（千円） － 735,326

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 735,326

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
－ 5,990,855

 　　　２．１株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当期純利益（千円） － 34,657

当期純損失（千円） 183,869 －

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） － 34,657

普通株式に係る当期純損失（千円） 183,869 －

期中平均株式数（株） 5,992,501 5,991,377

      （重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　  該当事項はない。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　  該当事項はない。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるので、財務諸表等規則第124条の規定により作成を省略し

た。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 678,987 2,673 － 681,660 464,881 13,136 216,778

建物附属設備 376,441 2,564 － 379,006 304,177 10,701 74,828

構築物 97,994 － － 97,994 88,627 829 9,367

車輛及び運搬具 93,404 － － 93,404 56,751 11,845 36,652

器具及び備品 15,346 － － 15,346 13,484 603 1,862

　        

土地 615,788 － － 615,788 － － 615,788

　        

有形固定資産計 1,877,963 5,237 － 1,883,200 927,922 37,117 955,278

無形固定資産        

借地権 80,686 － － 80,686 － － 80,686

電話加入権 3,595 － － 3,595 － － 3,595

無形固定資産計 84,282 － － 84,282 － － 84,282

長期前払費用 653 － 160 493 － － 493

繰延資産 　　―――――

―
－ － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

【社債明細表】

　該当事項なし。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 22,476 22,476 1.67 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 172,760 150,284 1.67
平成21年3月10日～

平成26年6月10日

その他の有利子負債 － － － －

合計 195,236 172,760 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金の期中平均残高に対する加重平均利率を記載している。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済予定額は、

以下のとおりである。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 22,476 72,476 22,476 22,476

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 46 316 － － 363

賞与引当金 4,288 4,485 4,288 － 4,485

役員退職慰労引当金 56,955 3,793 3,793 － 60,748
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 現金（千円）
当座預金
（千円）

普通預金
（千円）

定期預金
（千円）

定期積金
（千円）

預金計
（千円）

合計（千円）

金額 482 34,913 143,741 － 16,900 195,555 196,038

②　売掛金

相手先 金額（千円）

（株）ニヤクコーポレーション 7,826

（株）ＴＳトランスポート 2,792

信越化学工業（株） 2,782

パスコ 1,797

シンビインターナショナル 620

その他 80

合計 15,899

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

 × 100 (D) ÷
(B)
──

12

17,731 450,310 452,142 15,899 96.6 0.4ヵ月

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。

③　たな卸資産

販売用不動産

区分 所在地 地目 面積（㎡） 金額（千円）

土地 神奈川県 山林 10,121.00 13,996

合計  10,121.00 13,996

商品

区分 金額（千円）

たばこ等 3,601

④　長期預り保証金

相手先 金額（千円）

斉藤興二（「大崎ビル」貸店舗保証金） 105,805

クリケット㈱（「ニュー大崎ビル」貸店舗保証金） 54,340

㈱エイペックス（「大崎ビル」貸店舗保証金） 33,780

その他 77,833

合計 271,758
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（３）【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、100株券未

満株券

剰余金の配当の基準日
２月末日

８月３１日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都中央区日本橋兜町14番９号

　株式会社だいこう証券ビジネス東京支社

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号

　株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス本社および全国各支社

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき300円

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都中央区日本橋兜町14番９号

　株式会社だいこう証券ビジネス東京支社

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号

　株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス本社および全国各支社

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができないやむを得ない

事由が生じたときは、東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行

う。

公告掲載URL

http://www.shinagawasoko-t.co.jp

株主に対する特典
毎年２月末日現在、1,000株（１単元）以上保有する株主に対し、一律にお

米券６枚（2,640円相当）を贈呈
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はない。

２【その他の参考情報】 

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第81期）（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）平成19年５月25日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書

　（第82期中）（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）平成19年11月26日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

  平成１９年５月２４日

品川倉庫建物株式会社   

 取締役会 御中 　  

 監査法人　大手門会計事務所

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 池上　健志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 才川　久男　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている品川倉

庫建物株式会社の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価を含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、品川倉庫建物

株式会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用してい

る。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年５月２２日

品川倉庫建物株式会社   

 取締役会 御中 　  

 監査法人　大手門会計事務所

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 池上　健志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 才川　久男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる品川倉庫建物株式会社の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第８２期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価を含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、品川倉庫建物

株式会社の平成２０年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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